
【ふれあいの森総合公園維持管理費】

甲州市塩山にある山の斜面を生かして整備された公園で、大型
の滑り台やフルーツを模した大型遊具が子どもたちに人気で
す。公園内の除草作業や手すりの修繕など維持管理を行い、子
どもたちが安心して遊ぶことの出来る空間づくりを行っています。

【世界農業遺産関連費】

甲州市（山梨県峡東地域）では、扇状地の地形を生かした果樹
農業システムが世界農業遺産に認定されています。ぶどうや桃
などの農業が織りなす美しい景観と、長年受け継がれてきた知
恵や技が息づく地域です。
私たちは、この貴重な農業遺産を守り未来へつなぐため、ワー
クショップ、出前授業、補助プログラムの実施など、農業の発展
と地域の活性化に寄与する取り組みを進めています。
ぜひ一度、豊かな自然と人の営みが調和する果樹のまち・甲州
市を訪れてください。

【甲州市原産地呼称ワイン認証制度事業】

日本ワイン発祥の地として市独自で創設した「甲州市原産地
呼称ワイン認証制度」について厳格な審査を行い基準に適合
するワインの認証を行いました。認証されたワインはふるさと
納税の返礼品や勝沼ぶどうの丘などで販売されています。

【就農定着支援事業】

甲州市では、「甲州市就農定着総合支援制度推進事業」によ
り、甲州市内で新たに農業を志す方を対象に、地域の経験豊
富な農業者が指導者となって技術や経営のノウハウを丁寧に
伝え、地域全体で就農を支援しています。新規就農者の定着を
促進するとともに、高齢化に伴う担い手不足の解消にも大きく
貢献しています。

果樹園交流推進

景観形成

安心・健康なまちづくり

市長におまかせ

健康づくりのためにウォーキングを始め
る方に、安全に歩くための基礎知識や技術について楽しく学ん
でいただくための教室を開催しています。ウォーキングは健康
の維持増進、疾病予防だけでなく心の健康や介護予防にも効
果があり、市民の方に向けて健康づくりを発信しています。

【健康づくり推進事業】

要介護認定者等一定の要件を満たす市民の方で、食事の支度等が困難な６５歳以上の高齢
者の方に対して、定期的に昼食をお届けしながら安否確認を行っています。

【配食サービス委託事業】

甲州市では、子育て世代を応援するための独自の取り組みとし
て、令和６年９月から０歳から２歳児までの保育料を完全無償
化しました。所得やお子さんの人数にかかわらず、すべてのご
家庭が対象となる制度で、経済的な負担を軽減し、安心して子
育てできる環境づくりを進めています。自然豊かで穏やかなま
ち「甲州市」では、保育や教育、地域のつながりを大切にした子
育て支援が充実。市外にお住まいの方にも、甲州市の充実した
支援を知っていただき、子育て世代が安心して暮らせるまちと
して注目いただければ幸いです。甲州市は、子どもたちの笑顔
と未来を地域全体で育んでいきます。

【保育所無償化事業】

ふるさと納税の使い道

2008年(平成20年)に創設されましたふるさと納税制度も今年で18年目を迎えました。令和6年度は皆様
からのあたたかいご支援により、42億円を超えるご寄附をいただくことができました。
寄附金につきましては、お申込みの際にご指定いただきました事業に活用させていただき、甲州市がより魅
力ある町となるようまちづくりを進めてまいります。活用した事業の一部にはなりますが、寄附金の活用実績
をご紹介させていただきます。今後とも山梨県甲州市へのあたたかいご支援をよろしくお願いいたします。

あたたかいご支援ありがとうございました。

甲州市では、妊産婦と乳幼児が安心
して健やかに過ごせるよう、「妊産婦・
乳幼児健診」の費用を助成しています。お
母さんとお子さんの健康を第一に考え、
妊娠期から育児期まで切れ目のないサ
ポートを実施。すべての親子が健やかで、心豊かに暮らせるま
ちを目指します。

甲州市では、出産をお祝いするとともに、子どもの健全な育成と明るい家庭づくりを増
進し、次世代を担う子どもの増加と定住促進による人口増加対策の一環として、１人
につき10万円の出産祝金を支給しています。

子ども健全育成

【妊産婦・乳幼児健診負担金】

【甲州市こども未来応援事業費】

大菩薩嶺をはじめとした美しい自然景観や、市内に広がる農村景観を保全す
るとともに、住み良く美しい町並み景観を形成するための事業を行います。

将来の甲州市を担う子どもたちの健全育成を図るため、教育内容・教育
施設の充実をはじめ地域が一体となった青少年育成を行います。

市内の産業・文化・歴史などの地域資源を活用した交流型の新しい産業を振興
し、活力ある豊かなまちづくりを進めます。

子育て支援の充実や介護予防の推進、地域医療サービス
の維持・向上など、誰もが安心して健康に暮らせるまちづ
くりを進めます。

移住定住促進事業や就農定着支援事業など上記４つの事業以外の事業に活用します。


